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Ⅰ�　は�じ�め�に

わが国ではバブル崩壊以降厳しい雇用情勢が続
いている。長期的には少子高齢化により労働力の
供給が更に減少していくが，グローバル化等によ
り労働需要に変化が生じている。低廉な輸入品が
国内の製品市場に浸透している。歴史的な円高と
東日本大震災もあって，日本企業は生産拠点を国
内から海外へと移転する動きを強めている。生産
活動だけでなくサービスを含む多様な企業活動が

海外にアウトソーシングされている。こうしたグ
ローバル化は国内の労働市場に無視し得ない影響
を与えている。本稿では，貿易，海外生産，海外
アウトソーシングの三つのグローバル化につい
て，雇用の総量，雇用の構成，地域の産業集積へ
の影響に分けて論じていく。

Ⅱ　わが国経済のグローバル化

　1　貿　易

経済のグローバル化を測る伝統的尺度は貿易で
あろう。図 1で過去 60 年の趨勢を示したが，日
本は，ここ数年を除き，その輸出・輸入の規模
を概ね一貫して拡大させ続けてきた。特に輸出
は 2007 年にピークをつけるまで拡大のペースを
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わが国経済では，製品輸入の浸透，海外生産比率の上昇傾向，国境を越えたアウトソーシ
ングなど，グローバル化が進行している。輸入浸透度と雇用の間には単純な相関関係は見
られないが，輸入価格の低下や，輸入を通じた海外労働力の間接的な流入は，国内製造業
雇用に有意なマイナスの影響を与えている。なかでも，生産労働への影響は特に強い。ま
た，輸入の浸透は，地域における投入産出関係のリンクを断ち切ることによって，地域の
産業集積を弱める効果も持つ。海外生産についても，海外展開に積極的な企業の方が国内
雇用をむしろ拡大している傾向もあり，アジアの現地法人において欧米向け輸出より域内
向け出荷の割合が高まるなど，内外の雇用は単純な代替関係にはないが，海外現地法人の
調達に占めるわが国からの中間財供給の比重は低下し，わが国企業による海外での雇用は
非製造業にも広がっている。アウトソーシングについては，依然として一部の大企業に限
られているとはいえ，海外に委託可能な業務の範囲が情報通信技術の発達・普及に伴い拡
大していると考えられる。しかし，研究開発集約度が低い企業ほど，輸入の影響を強く受
け，アウトソーシング先も海外を選ぶ傾向があるなど，グローバル競争の中でわが国の国
内雇用を確保する上での課題も示唆されている。今後もわが国企業の海外移転が加速する
中，精緻なデータに基づく客観的な議論が改めて必要である。

─貿易，海外生産，アウトソーシング
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速めていた。ただ，経済全体の規模も経済成長に�
伴って拡大しているので，必ずしも輸出依存度が
一貫して高まったわけではない。日本の輸出依存
度は長きにわたって主要国の中では米国と並んで
低い方であった。しかし，今世紀に入って，経済
成長が停滞する一方で輸出が拡大したことから輸
出依存度は上昇した。国内の雇用を考える上で，
輸出の影響は強まっていると見ることができる1）。
他方，輸入については，二度の石油危機に際し
増加した後，停滞した時期をはさみつつも，1993
年を底に増勢に転じ，昨年は大震災やタイの洪水
といった天変地異もあったが貿易赤字を記録する
までに拡大している。輸入の増加が直ちに国内製
品への需要を置き換え雇用の削減につながるとは
限らないが，これほどまでの輸入の浸透は国内労
働市場に相当程度の影響を与えていると考えるべ
きであろう。

　2　海外生産

貿易と並んで主要な経済グローバル化の経路
である海外直接投資（FDI）も，プラザ合意によ
る歴史的な率での円高を記録した当時の 154 億
円（1985 年）から 2008 年には 1323 億円へと著増
してきた 2）。日本に対する対内直接投資もかつて
に比べれば増加したとはいえ，依然としてかくも
大幅な流出超過が継続している。近年では蓄積し
た直接投資残高からの現地再投資も増えてきたた
め，日本からの流出フローが雇用への影響に直結
しなくなってきているとはいえ，日本企業の活発
な海外展開に比較して海外企業による日本国内に
おける事業活動が相対的に限定的であることも意
味しており，FDI が国内の雇用に与える影響は
ネット（純）ベースではマイナスと見ざるを得な�
い。
経済産業省『企業活動基本調査統計』によれ�
ば，国内子会社の整理統合が続く一方で，海外子
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図 1　日本の貿易

注：財務省『貿易統計』（2011 年は速報値）
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会社数は増加を続け，海外に子会社を保有する企
業は，国内のみに子会社を保有する企業よりもも
はや多くなっている 3）。こうした FDI の蓄積を
受けて，海外生産比率は 3割を超えるに至ってい
る 4）。海外生産の進んだ自動車を中心とした輸送
機械産業ではほぼ 4割に達し，海外生産を行って
いない全法人ベースの数値でも全業種で 2割に迫
る 5）。もはや日本の製造業は専ら国内で生産し海
外に輸出するという姿から，海外で販売する分は
海外で生産する体制へと既にかなりの程度移行し
ている。
海外に進出した日本企業によって雇用されてい
る従業員の数は，全産業合計で 470 万人を超えて
いる 6）。製造業に限っても 368 万人にのぼる 7）。
これに対して，日本国内における工業の従業者数
は，3 年連続で減少し，700 万人を下回った 8）。
したがって，統計による差はあるとしても，海外
生産比率におよそ見合って，日本の製造業雇用も

海外が国内の半分を超える規模にある。日本国内
での生産には低賃金発展途上国に比べて労働節約
的・資本集約的技術がより使われるということで
あれば，海外生産比率以上に雇用における国内の
割合は一層低くなるはずで，今後も海外生産が展
開する中で，国内雇用機会は，少なくとも製造業
においては更に限定されていくと考えられる。
日本企業による海外での雇用を細かく見てみる
と，図 2で直近の 2009 年度について示したよう�
に，輸送機械が 114 万人と大差でトップだが，情
報通信機械も 80 万人近くに及んでいることが分
かる。次いで，その他の製造業や電気機械が 30
万人台で続いているが，卸売業が 40 万人を突破
し，小売業も 20 万人に迫るなど，海外雇用は非
製造業にも広がっていることがわかる。これまで
本稿では製造業における海外生産が雇用における
海外の比重の高まりをもたらしていることを述べ
てきたが，今後，製造業から非製造業へと日本企
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図 2　海外進出した日本企業による海外での雇用（業種別）

出典：経済産業省『海外事業活動基本調査』（2009 年度結果）
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業の海外展開が広がっていくことが予想されるこ
とも考え合わせると，国内における雇用への影響
を考える上では，海外における非製造業の雇用の
動向にも，もはや目が離せない。
次に，図 3として，地域別の従業者数をグラフ
にしてあるが，中国がトップにあるのは予想通り
だとしても 9），日本企業による海外直接投資の蓄
積を基盤としたASEAN での雇用が 117 万人に
のぼり，東アジア全体として 6割を占め，北米以
下の諸地域を大きく引き離している。これに対し
て，今世紀初めには 65 万人で中国と並んでいた
米国（図 3では「北米」の内数）は 58 万人と減少
を続けている。日本企業の海外活動の比重が米国
から中国へと移ってきていることを雇用も反映し
ているということである。

　3　海外アウトソーシング

貿易，FDI に並ぶ第三のグローバル化モード
である海外アウトソーシングについては，公的な

統計で網羅的かつ継続的に把握することが難しい
が，雇用への影響を語る上で欠くことができな�
い。直接投資による資本関係が必ずしもない海外
の別会社との間で，特注部品などの中間財や業務
サービスなどを契約によって調達する委託・外
注は，情報通信技術（ICT）の発達・普及ととも
に重要化している 10）。ソフトウェア・プログラ�
ミングをインドに外注する動きが米国では政治問
題化することもあったが，わが国では，日本語の
壁に妨げられて（守られて）アウトソーシングは
進みにくいと考えられてきた。しかし，手書き日
本語文書の電子入力を同じ漢字圏の中国に外注す
る企業が出てくるなど，サービスを含めてアウト
ソーシングはわが国でも国境を越えるようになっ
ており，その動向に注目が必要である。特に，貿
易で直接に外国と競争にさらされ続けている生産
活動とは異なり，かつては国際競争の影響から遮
断されていると考えられていた業務，なかでも日
本企業では伝統的に社内で抱えられていた総務・

図 3　海外進出した日本企業による海外での雇用（地域別）

出典：経済産業省『海外事業活動基本調査』（2009 年度結果）
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経理関係の業務までもが，アウトソーシングを通
じて国際競争にさらされるようになったという変
化は，目立たないようでも決して無視できない。
政府の公式統計においても，この点について対
応が図られ，『企業活動基本調査統計』が海外へ
の委託を継続的に調査するようになった 11）。現
時点で公表されている平成 21 年度の同統計数値
によれば，製造業において，海外に製造を委託
している企業は企業数で見て 7.1 %，海外にサー
ビスを委託している企業は 4.5 %にとどまってお
り，調査対象が中堅・大企業で中小企業が除外さ
れていることも考えると，依然として海外アウト
ソーシングはわが国企業によって広く活用されて
いる状況にまでは至っていないことが確かめられ
る。とはいえ，実際にアウトソーシングしている
企業が社数としてごく一部にとどまるとしても，
大企業は大量の外注を行っている可能性が高いと
考えられ，また，ITC の発達・普及に伴い潜在
的にアウトソーシング可能な業務の範囲は確実に
広がっていることも事実である。現に，同統計に
よれば，製造業企業による輸入のうちサービスは
1兆円の規模に達している 12）。今後の動向に注目
が必要である。

Ⅲ　国内雇用への影響

輸入がわが国の国内雇用に与えた影響について
は，1980 年代半ば（プラザ合意円高）以降から世
紀末までの時期について冨浦（2009）で概観して
いるので参照ありたい 13）。本稿では，輸入以外
のグローバル化チャンネル（輸出，海外生産，オ
フショアリング）も含め，今世紀に入ってからの
動向も視野に入れて整理していく。

　1　雇用量に与える影響

輸入が国内の雇用に与える影響を分析する枠組
みとして，輸入浸透度と雇用の相関を見る手法�
は，同時決定性の問題が避けられないという欠点
を持つ。実際，冨浦（2009）でも確認されている
ように，輸入浸透度が高い（上昇した）業種ほど
雇用が少ない（減少した）といった単純な相関関
係は見られない。

そこで，輸入の量そのものではなく価格（輸入
品の相対価格や実効為替レート）を説明変数に用い
ることが考えられる 14）。1980 年代頃までのデー
タを用いた初期の研究では（Brunello�1990；Dekle�
1998；Higuchi�1989；Rebick�1999 など），欧米では
輸入価格が国内雇用に影響を与えているといって
も日本ではその影響は有意でないとされることが
多かったが，Tomiura（2003a）は，工業統計の詳
細な分類を用いて，日本においても，既に 1990
年代前半において，輸入価格の低下は国内雇用に
統計的に有意なマイナスの影響を与えていること
を見出した 15）。今世紀に入って，輸入浸透度は
一段と上昇していることから，輸入の影響は今日
では更に強まっていると考えられる。
さて，実際に輸出入されている対象は財だと
しても，その財の生産に投入された生産要素の
サービスが財の貿易によって間接的に国境を越え
ているとみなすことができる。このように輸入
に含有される生産要素量を産業連関表から計算
する factor�content�of�trade の考え方を用いた櫻
井（2011）によれば，1990 年代において，輸入浸
透度の上昇がわが国の製造業雇用を 104 万人削減
する効果があったと推計されている 16）。これは，
2000 年時点の雇用水準の 1割に当たる大きな規
模であるが，更に産業別に見ると，繊維関係など
一部の業種では 5割を超えるなど非常に大きな雇
用削減効果が観察されている。なお，同じ枠組み
で計算して，輸出による雇用増加効果は，輸入の
マイナス効果のおよそ半分を打ち消す規模とされ
ている 17）。ただ，この計算方法は，産業連関表
における投入係数に依存するため，輸入の浸透に
より企業が生産方法を変える可能性が捨象されて
おり，この意味で過大推計になりがちな問題が避
けられない。ただ，今世紀に入って，輸出の停滞
と対照的に輸入は更に増加しているので，雇用へ
の影響は強まりこそすれ弱まることはないと言え
よう。
以上で紹介した先行研究は業種に分けて議論す
ることの重要性を示しているが，業種も十分に詳
細な分析単位とは言い切れないことも事実であ
る。近年の国際経済学においては，分析者にとっ
て観察できない種々の企業特性を制御できるミク
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ロ・データを用いた実証分析が活発化している�
が，この分野も例外ではなく，企業データを用
いた分析が有益な発見をもたらしている。伊藤
（2005）は，輸入の影響は研究開発が活発な企業
では緩和されるという興味深い傾向を見出してい
る 18）。たとえ低廉な輸入品が浸透したとしても，
個別企業の研究開発活動によって，輸入が国内雇
用に与える負の影響は緩和することができるとい
うことである。生産年齢人口の減少が続いている
日本において生産コストの低減を図ることは今後
も難しいと考えることが自然であることから，国
内雇用の確保の上で研究開発の重要性はあらため
て強調されるべきであろう。実際に，企業アン�
ケートでも，アジアで魅力を感じる国としてわが
国がトップになった項目は皆無だが第 2位に選ば
れたのはR&D拠点としてだけである 19）。なお，
伊藤（2005）の分析では，『企業活動基本調査』
のデータを用いているため，研究開発費が説明変
数として用いられたが，輸入の影響を緩和する手
段は狭義の研究開発に限られると解釈すべきでは
なく，製品差別化を進めるブランドの確立につな
がる宣伝広告費など広く生産以外の様々な活動が
重要と思われる。
これまで，国際貿易論の伝統的な分析枠組みに
従って，輸入が国内雇用に与える影響を論じてき
たが，今日の雇用を議論するには，わが国企業が
国内から海外に生産拠点を移している動きにも注
目する必要がある。前節で国内雇用の減少傾向と
海外雇用の増加にふれたが，国内外での雇用の増
減傾向を見て，海外生産の拡大が国内での雇用抑
制をもたらしたという単純な代替関係があると即
断すべきではない。Yamashita�and�Fukao（2010）
は，多国籍企業本社と海外関連会社を接合した
1991 〜 2002 年についてのパネル・データを用い
て，海外での雇用と日本国内での雇用には統計的
に有意なマイナスの関係はないことを見出してい
る。しかも，これは，ミクロ・データを用いて種々
の関連する企業・産業特性（産出量，賃金，研究
開発費集約度，輸入浸透度等）を制御した上での推
定結果である。他の類似研究においても，海外生
産が活発な企業の方が国内雇用を維持・拡大し
ている傾向があることは Hijzen,�Inui�and�Todo

（2007）などでも報告されている 20）。樋口・松浦
（2003）も企業ミクロ・パネルデータを用いてい
るが，FDI で設立された海外子会社を製造子会
社と販売子会社に分け，製造子会社を保有する国
内親会社の雇用は，一時的に減少するものの，そ
の後増加に転じることを見出している 21）。これ
らの発見は，海外への生産拠点の移転が国内産業
のいわゆる「空洞化」をもたらし国内雇用の縮小
につながるという単純な議論が成り立たないこと
を示している。
アウトソーシングについては，データの制約も
あって，わが国の雇用変動に与えた効果は因果関
係としては未だ明らかにはされていない。ただ，
海外アウトソーシングを行う企業の雇用規模は，
海外直接投資企業よりは小さいが，輸出も海外直
接投資も海外アウトソーシングもしていない企業
よりは大きいことがTomiura（2007）などにより
確認されている。
ただ，個別企業レベルのプラスの相関関係から
だけでは，国内でも雇用を拡大している経営状態
の良い企業の方が生産を海外に移転しているとい
う可能性を示唆していることも否定できず，海外
生産を行うには経営的・資金的・技術的に制約が
きつい企業における国内雇用への懸念を払拭し切
ることはできないであろう。特に日本では中小企
業が雇用に占める割合が大きいことから，この点
は今後も慎重に見極める必要が高い。
国内外の雇用の代替について見たが，わが国製
造業企業が FDI によって設立・取得した現地法
人は，もはやわが国の輸出向け国内生産を単に代
替する機能を果たしているわけではない。アジア
におけるわが国企業の生産拠点の主たる役割は，
もはや欧米への低コスト迂回輸出基地ではなく，
販売仕向け先に占めるアジア域内の割合は，2000
年度には 66%であったが，表 1に示したように，
2009 年度には 4 分の 3 を超えるに至っている。
欧米への水平的直接投資に比べれば現地販売の比
率がまだ低いとはいえ，国内生産から需要に近接
した海外生産に移行しなければ獲得できなかった
であろうアジアの現地需要を摑んでいると見るこ
とができよう。実際に，日本企業が海外で投資を
決定した理由を聞くと，安価な労働力よりも現地
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の旺盛な需要とする回答の方が遥かに多くなって
いる 22）。つまり，わが国国内製造業雇用の減少
は国内生産を仮に死守すれば維持されたものとは
決して限らないことにはあらためて留意すべきで
ある。
他方で，わが国企業の在アジア現地法人による
調達に占めるわが国からの輸出の割合は，表 2に
示したように，この十年で 37 %から 26 %へと顕
著に低下しており，FDI が国内雇用を増加する
効果はこの経路で弱まっている。欧米で生産して
いるわが国企業の海外現地法人もわが国からの調
達に依存する度合いを引き下げている。わが国は，
国内で生産し欧米に輸出する段階にないのみなら
ず，海外に FDI により輸出向け生産を移転して
部品や素材などの中間財を輸出する生産拠点とい
う段階も過ぎつつあるように見える。わが国の中
間財輸出は中国向けに牽引されて総額としては
増加してきたとはいえ，わが国企業の FDI が蓄
積しわが国生産拠点の海外移転が進んだASEAN
に対する中間財輸出額に占める割合で見ても，わ
が国は 22.9 %（1990 年）から 11.8 %（2009 年）へ
激減している 23）。わが国の輸出は，かつて主力
であった欧米向け最終製品だけでなくアジア向け

中間財についても，世界に占める地位が低下して
きている。国内製造業雇用への影響は避けられな
い。

　2　雇用構成に与える影響

前節では雇用全体の規模に与える影響を論じて
きたが，本節では，雇用の内訳をみてみよう 24）。�
まず，樋口・玄田（1999）が中小製造業企業 308
社について 1994 年に調査した結果によると，ブ
ルーカラーについては海外への生産拠点移転が粗
雇用喪失を増加させたが，ホワイトカラーについ
ては雇用抑制が見られず，正規従業員の粗雇用
創出も持続している。ここでは，雇用の純変動�
（net）を粗創出と粗喪失（gross）に分解した詳細
な分析が行われている 25）。生産の海外移転は雇
用を海外に移すと単純化してとらえるべきではな
く，職種に分けたきめ細かい分析が必要であるこ
とが示されている。グローバル化を離れても，
近年においては ICT の発達・普及に伴って，ブ�
ルーカラーからホワイトカラーへの労働需要のシ
フトが見られると言われるが，生産の海外移転も
この傾向を促進するもう一つの要因と位置付ける
べきである。前節で輸入の影響を論じた際にも，

表 1　わが国製造業企業の海外現地法人の販売先比率

販売先
生産地

アジア 北米 ヨーロッパ 日本

アジア 75.9 1.7 1.9 18.5
北米 0.9 94.7 1.1 2.4

ヨーロッパ 1.4 3.9 89.3 2.5

注：経済産業省『海外事業活動基本調査』による 2009 年度の数値。表側（行）の地域に立地す
る法人の販売に占める表頭（列）の地域の比率（％）を表記。

表 2　わが国製造業企業の海外現地法人の調達元比率

調達元
生産地

域　内 日　本

アジア 57.7　→　72.9 36.6　→　26.0
北米 54.4　→　67.9 39.9　→　27.2

ヨーロッパ 52.9　→　57.3 39.0　→　33.9

注：経済産業省『海外事業活動基本調査』による 2000 年度と 2009 年度の数値。表側（行）の
地域に立地する法人の調達に占める表頭（列）の地域の比率（％）を表記。
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研究開発集約度の上昇が雇用への影響を緩和する
とする分析結果を紹介したが，これも，輸入競争
の激化が企業の研究開発を刺激し，その中で，雇
用構成がブルーカラーからホワイトカラー，ある
いは単純労働から高度専門熟練技能へとシフトす
る可能性を示唆しており，雇用構成への影響は海
外生産だけでなく輸入の浸透にも見られる重要な
論点である。輸入に比べて生産の海外移転には，
海外直接投資による海外子会社・関連会社の開�
設・運営の負担が伴うことが多いと考えられるこ
とから，国内に残る本社内部において海外業務を
管理する要因へのニーズが一層高まり，雇用構成
への影響がより強く出るのではないかと推測され
る。
輸入については，Factor�content�of�trade の枠
組みによれば，Ito�and�Fukao（2005）が，1980
〜 2000 年において，非生産労働の純輸出が増加
した一方で，生産労働の純輸出は 25 万人分も減
少したと報告している 26）。非生産労働の増加は
米国への輸出に，生産労働の減少は中国からの輸
入にそれぞれ専ら起因するものであったことも地
域別試算により明らかにされている。
オフショアリングについても，企業ミクロ・�
デ ー タ を 用 い た Tomiura,� Ito�and�Wakasugi
（2011）によれば，オフショアリングを行ってい
る企業の方が従業員に占める正社員の割合が統計
的に有意に低い。様々な企業特性，業種特性を制
御した後でも，この傾向は確認できる。近年のわ
が国においては，非正規雇用の拡大が所得格差拡
大の文脈で問題視されることが多いが，オフショ
アリングがこの雇用非正規化と関連していること
は注目される。ただ，オフショアリングが原因と
なって雇用が非正規化したことを示した推定結果
ではないことには注意すべきである。グローバル
競争の激化や ICT の発達・普及といった共通の
要因により，オフショアリングと雇用のフレック
ス化が並行して進行した可能性は十分考えられる
からである。統計的傾向の把握は一次的な情報と
して有益ではあるが，政策的議論と結びつけるに
は，今後のより慎重な分析が待たれる。

　3　地域の産業集積に与える影響

グローバル化が国内に与える影響は国をひとく
くりにしては把握し切れない。一見意外にも響�
くが，国際経済関係の変容は国内における地域経
済の編成に影響を与えるからである。北米自由貿
易協定（NAFTA）の締結によって，メキシコ国
内の企業立地の比重が首都メキシコ・シティ圏か
ら米国との国境地帯へと大きくシフトしたのは好
例である。
プラザ合意円高に始まる 1980 年代後半から
1990 年代にかけての工業統計の都道府県別デー
タで分析した Tomiura（2003b）によれば，製造
業雇用の減少が深刻であった地域では，その地域
が生産する最終財を需要する市場が縮小したとい
うよりも，その地域の生産に投入される中間財を
供給する産業が縮小した傾向が強いことが明らか
になっている。最終製品に近い川下よりも川上の
中間投入財の方が，特注部品など，地域的に近接
した企業間の取引が重要と考えられ，地域の産業
集積の形成につながったのであろうが，グローバ
ル化が地域における産業間のこうした投入産出連
関を断ち切っている可能性を示唆しているものと
見ることができよう。輸入浸透度の高い産業で特
にこうした傾向が見られることから，この解釈は
妥当であろうと示唆される。近接した企業の間で
の濃密な取引関係に支えられていた地域の産業集
積がグローバル化によって弱まるということであ
る。わが国における多くの企業城下町にとって無
視できない結論と言える。輸入の浸透と親企業の
海外直接投資＝海外移転の双方を通じて，わが国
の地域産業集積はその域内の結びつきを弱め崩壊
に向かいつつあるとの議論も可能であろう。
オフショアリングについても同じような傾向が
報告されている。企業ミクロ・データを用いて多
項ロジット・モデルを推定したTomiura（2009）
によれば，研究開発集約的な企業ほど製造のアウ
トソーシング先として海外よりも国内を選ぶ傾向
がある。これは，研究開発集約的な企業ほど高
度で複雑な製造を行っているため，直接対面での
緊密な調整を必要とするため，国境を越えた遠隔
地よりも国内を選択しているのではないかと解釈
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することができる。もちろんこうした人の接触を
企業統計から把握することはできないので，他の
仮説を排除するような強い検証には至っていない
が，少なくとも観察結果と整合的な解釈ではあ�
る。ここでも，輸入競争の影響が研究開発集約的
な企業では緩和されるとする先行研究と同様に，
オフショアリングについても研究開発集約度の上
昇が地域の産業集積を保ち海外への移転を押しと
どめる力となり得ることが示唆されている。

Ⅳ　お�わ�り�に

本稿では，輸入浸透度の上昇，輸入価格の低
下，海外生産比率の上昇，オフショアリングを
実施する企業の拡大等がわが国の国内雇用に与
える影響について様々な角度から計量的実証研究
の結果に言及しつつ論じてきた。これらの尺度で
測ったグローバル化の進展と国内雇用（特に製造
業雇用）の減少が同時期に観察されたことは事実
である。しかし，そのことが直ちにグローバル化
がわが国の雇用を減少させたとは言えないことも
わかった。企業レベルに遡ってみると，むしろグ�
ローバル化に積極的な企業の方が国内雇用も拡大
している傾向すら見られることも報告されてい
る。他方で，一部の輸入競合産業，そうした業種
が集中的に立地する地域，高度な専門技能が必要
でなく ICT の活用により国境を越えた遠隔地で
作業が可能となった職種については，グローバル
競争の激化が局所的に強い影響を与えている可
能性があることも明らかにされてきている。ミク�
ロ・データも駆使したきめ細かい分析の重要性が
更に高まっている。
最後に，本稿でふれられなかった点として，も
う少し広い視野からの議論がある。まず，輸入や
海外生産を論じた関係で，国内雇用は主に製造業
の雇用を指してきたが，既にわが国の雇用におい
て製造業の占める割合は多くない。製造業での雇
用縮小は非製造業への転職も伴っているので，非
製造業を含めた産業構造調整の議論が産業の空洞
化には欠かせない。この点に関しては，貿易財で
はないサービス等の非製造業への対内直接投資の
拡大がカギになる。従来から，わが国の対内FDI

は経済規模に比べて極めて少ないことが繰り返し
指摘されてきたが，今後は国内雇用確保の観点か
らも外国企業の事業活動がわが国に引き付けられ
ることが一層重要となることは確実である。
また，長期的な視点も重要である。ヴァーノン
以来のプロダクト・サイクル論に従えば，ある製
品の生産地は，製品の標準化・成熟化に伴って，
先進国から低賃金の発展途上国へと移っていく。
Tomiura（2008）は，（a）国内で生産し輸出，（b）
アジアに直接投資し社内で生産，（c）海外の企業
にアウトソーシングするという三類型に分ける
と，研究開発費・売上高比率は a>b>c の序列に
なることをミクロ・データで見出している 27）。
企業単位のデータであって複数品目を生産する企
業における品目別のデータではないこと，一時点
の横断面データで因果関係のメカニズムはこれだ
けからはわからないことなどの制約はあるが，こ
こで観察された序列はプロダクト・サイクルの予
測と整合的である。製品の寿命・サイクルは近年
短くなってきていると言われるが，グローバルな
スケールで進行するプロダクト・サイクルの中�
で，わが国が国内での雇用を確保していくには，
研究開発をはじめとした国内企業活動の高度化が
重要であることは確かであろう。中国が貿易だけ
でなく経済規模においてもわが国を抜き去る一方
で賃金・所得水準が上昇していることもふまえる
と，この面でのわが国の課題は自ずと明らかに
なっていると思われる。
東日本大震災の直後に国境を越えて伸びきった
サプライチェーンの脆弱性が一時指摘されたが，
グローバルに広がった生産・調達・貿易ネット�
ワークは回復力が強いとも言え，日本列島が地震
活動の活発な時期に入ったことも考え合わせる
と，わが国企業がグローバルに適地で生産を行う
流れに変化は生じないであろう 28）。グローバル
競争が激化する中でわが国企業がグローバルに生
き残りを図っていくという状況の下で国内雇用を
如何に確保していくか，精緻なデータに基づいて
客観的な議論を深めることが今一度求められてい
る。

� 1）�� 後で述べるように，わが国製造業雇用が輸出に依存する割
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合は上昇している（清田�2010）一方で，わが国企業による
生産拠点の海外移転に伴う中間財輸出は調達率として低下し
ている（表 2）。

� 2）�� 国際収支統計における対外直接投資の純流出額で表示して
いる。ただ，近年では，単調な増加趨勢とは言えない動きも
出始めている。

� 3）�� 平成 22 年度において，海外に保有する企業は全体の
24.9%に達したのに対し，国内のみは 20.8%にとどまる。

� 4）�� 直近の『海外事業活動基本調査』（経済産業省）によれば，
2009 年度は 30.7%である。これでも若干減少の後で，2007
年度には 33.2%であった。

� 5）� いずれも『海外事業活動基本調査』による。
� 6）��『海外事業活動基本調査』による直近（2009 年度）の数値
が 470 万人であるが，2007 年度には 475 万人であった。

� 7）� ピーク時 2007 年度には 395 万人であった。
� 8）�� 昨年9月に発表された平成22年工業統計速報（経済産業省）
の数値による。

� 9）� 中国本土に限っても 141 万人にのぼる。
�10）�� データ利用の容易さも手伝って，中間財輸入一般を海外ア
ウトソーシングの指標として用いることも多いが，この場合
は，汎用品を市場で購入する行為も含まれてしまうこととな
り，従来は社内で行われていた業務を社外に切り出すという
アウトソーシングの本来の語義からは逸脱することになる。

�11）�� 同統計においては，かつて海外委託が調査対象となってい
たことがあったが，期間がごく限られ，かつ，生産の委託の
みでサービスの委託は含まれていなかった。『商工業実態基
本調査』（通商産業省）は，中小企業を対象としており対象
企業数の面で格段に優るが，1998 年一回しか調査が実施さ
れておらず，サービスの海外外注は除外されている。

�12）��『企業活動基本調査』の平成 22 年度数値による。ちなみ�
に，製造業企業によるサービスの輸出も 2.5 兆円に及ぶ。

�13）�� 伊藤編（2009）に収録された他の論文では，同時期におけ
る日本の海外直接投資なども概観されている。

�14）�� 輸入品の価格は世界市場で決定され，日本国内の需給関係
から見れば外生的とみなすことができるという考え方に立つ
ものである。もちろん，日本の輸入量が世界市場で大きなシェ
アを占める品目については，こうした国際貿易論で言うとこ
ろの「小国の仮定」が成り立たないこともあろう。

�15）�� 輸入価格は，国内との相対価格として定義されている。ま
た，操作変数を用いた推定によって頑健性の点検も一定程度
行われている。

�16）�� 同様の試算が例えば篠崎・乾・野坂（1998）によっていち
早く行われている。また，Ito�and�Fukao（2005）は，より
長期の 1980 〜 2000 年について同様の計算をしている。

�17）�� 清田（2010）は，産業連関表の雇用誘発効果で測って，
2006 年時点では製造業雇用の 3割が輸出に依存しているな
ど，製造業雇用が縮小する中で輸出の影響が強まっているこ
とを確認している。経済産業省『平成 23 年版�通商白書』第
2章にも詳細な記述がある。

�18）�� 伊藤・川上（2008）は，用いることのできる変数は限られ
るが中小企業も含めた企業ミクロ・データを用いて分析を
行っている。

�19）�� 経済産業省『平成 23 年版�通商白書』第 5-3-2-4 表（279 頁）
による。

�20）�� Hijzen,�Inui�and�Todo（2007）は，FDI を始めたか否かの
情報を用いた difference-in-difference の手法を用いている。

�21）�� 1990 年代のデータによれば，設立後およそ 6年でマイナ
スの効果はほぼ消え，むしろ海外に子会社を持つ企業の方が
雇用の落ち込みが少なくなるとしている。

�22）��『海外事業活動基本調査』による 2009 年度の投資決定のポ

イントに関する質問で，「現地の製品需要が旺盛または今後
の需要が見込まれる」が 68.1%に対し，「良質で安価な労働
力が確保できる」は 26.2%にとどまった。

�23）�� 経済産業省『平成 23 年版�通商白書』第 2-1-2-8 図（99 頁）
による。

�24）�� 外国人労働者の問題は，グローバル化の一側面ではあるが
本稿では取り上げない。

�25）�� 雇用創出・雇用喪失の尺度は輸入の影響を分析する際にも
応用できる。Tomiura（2004）は，工業統計 4桁の詳細な業
種分類を用いて，事業所レベルでの雇用創出・雇用喪失と輸
入浸透の関係を分析している。推定結果によれば，日本では，
輸入は雇用創出の抑制をもたらしたが雇用喪失の増加にはつ
ながっていない。これは，終身雇用といった日本の伝統的な
雇用慣行とは整合的な結果であるが，1990 年前後のデータ
を用いた推定結果であるため，その後の金融危機を境に日本
の雇用慣行も大きく変化したと考えられることから，最近に
おいても同じ傾向が見られるかについては新しいデータを用
いた分析が必要であろう。

�26）�� 櫻井（2011）も，輸入浸透は生産労働者により強い影響を
与えたことをトランス・ログ型費用関数の推定や Factor�
content�of�trade 計算により確認している。

�27）�� アジア以外への FDI は欧米向けが大宗を占めるため，こ
こでは水平的FDI とみなし，aに含めた。販売拠点やポート
フォリオ投資を除外するため，FDI は過半所有の子会社に
限っている。

�28）�� 経済産業省『平成 23 年版�通商白書』第 5-3-2-6 図（280 頁）
によれば，69%もの企業が震災により「サプライチェーン全
体又は一部の海外移転が加速する可能性がある」と答えてい
る。
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